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P&A ジャパンデスクメールマガジン

2020年 7月号 移転価格税制新ルールについて

2020 年 7月 8日に BIR より移転価格税制に関連した新ルールについての公表が⾏われています（RR No.19-

2020）。また、同法についての細則が同年 7月 29日に公表されています（RMS No.76-2020）。

1. 新ルールの概要

本ルールでは、今後年度末における法⼈税申告書に BIR Form1709 及びその添付資料の提出義務を関連者

取引のある全ての企業に課しています。

BIR Form1709 においては、関連者との間の年間の取引⾦額、年度末における債権債務の⾦額等の情報を記

載するのみですが、この添付書類に移転価格⽂書（いわゆるローカルファイル）が含まれており、毎年の申告において

移転価格文書の提出が必要となるという点で非常に重いルールです。

また、他国と異なり⾦額的基準を設けていない事から、1 ペソでも関連者との間に取引がある場合には、このルール

の対象となってしまうため、移転価格文書の作成が必要となります。

その他、移転価格⽂書の更新頻度については、ビジネスモデルに重要な変更がある場合には毎年更新が必要です

が、重要な変更が無い場合には、以前提出した移転価格⽂書の使⽤を認めると発表されています。そのため、その場

合には OECD のガイドラインに沿って 3年に 1度更新するのが合理的だと考えられます。

2. これまでの制度の概要

フィリピンにおいては、2013年に発表された RR No.2-2013 によって移転価格文書の作成と保持を義務付け、ま

た、2019 年に発表された RAMO No.1-2019 において移転価格調査のガイドラインを発表し、移転価格における

税務調査の本格化が予想されていましたが、これまで本格的な調査は⾏われていませんでした。しかし、当ルールの発

表により、企業への数値及び文書の提出義務を課したことで、いよいよ移転価格における税務調査が本格化する可

能性が高まっています。

3. 原文

原文は以下の URL よりご確認ください（BIR Website）。

RR No.19-2020︓

https://www.bir.gov.ph/images/bir_files/internal_communications_1/Full%20Text%20RR%202020/RR%20No.%2019-2020.pdf

RMC No.76-2020︓

https://www.bir.gov.ph/images/bir_files/internal_communications_2/RMCs/2020%20RMCs/RMC%20No.%2076-2020.pdf
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4. 適用時期及び範囲

本規則は 7月 25日より適⽤開始のため、当該ルールは本メールマガジン発⾏時点で有効です。また、摘要対象

となる企業は 2020 年 3月 31⽇以降に決算を迎える企業が対象となると考えられます。しかし、2020年 3月 31

日以前に決算日を迎える企業については、ルールの公表より申告期日までが 5日しかなかったため、2020 年 9月

30日が提出期日となっています。

5. 留意点

上記の通り、世界的に⾒てもローカルファイルを毎年当局へ提出を⾏うという実務が⾏われている事例は無いため、

厳しすぎる制度と考えられます。今後、⼀部緩和される動きも出てくる可能性があるため、今後の動向に留意が必要

です。
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